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パブリック・コメントの実施結果について 

 

１ 対象となる政策等 

  大垣市第2次農業ビジョン（案） 

 

２ 実施期間 

  令和4年1月4日（火）～ 1月31日（月） 

 

３ 実施方法 

  郵送、ファックス、市ホームページ及び持参による方法 

 

４ 意見提出者数 

  25人 

 

５ 意見提出件数 

  26件 

 

６ 提出された意見及び市の考え方 

意見№ 意見の概要 市の考え方（対応） 

1～17  案に賛同します。  策定後は、ビジョンに基づ

き、農業振興を進めてまいり

ます。 

18 農業を大切にしてください。 関係機関と連携して、農業

振興を進めてまいります。 

19 

 

土地を持たない都市部の住民が週末に農作

業をすることで耕作放棄地の減少、自給率up、

子どもの自然体験につながると思います。 

耕作放棄地を利用して、菜園付きコテージを

作り、都会の人が移住体験をそこで経験できる

と、本格的な移住につながると思います。 

無肥料無農薬農法を勉強できる機会を設け

てもらい、無農薬野菜を学校給食などで利用す

 関係機関と連携し、耕作放

棄地の解消や環境にやさし

い農業、地産地消の推進等に

努め、農業振興を進めてまい

ります。 
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意見№ 意見の概要 市の考え方（対応） 

ることによって、それが安定した収入源になれ

ば、新規農家さんも安心して農業を続けていけ

ると思います。 

20 農業体験が幅広い年齢層に参加して頂き、も

っと充実させ、大垣市の農業がより発展するこ

とを期待します。 

農業者等と連携して、農業

体験の充実に努めてまいり

ます。 

21 農業、特に米作の収入は安定せず、貴重な生

き物のすみかである水田の宅地化が進み、魚も

鳥も減っています。補助金を出すなどして、水

田の継続をＪＡの力、企業の力を借りてでもお

願いしたいです。 

関係機関と連携して、農地

保全に努め、持続可能な農業

を進めてまいります。 

22 農業の担い手を確保し、わが国の国土を守る

ためにも、食料自給率向上のためにも、若者が

参入したいと思えるような、所得を保障すべき

だと思います。 

GAPを推進するとのことですが、日本の農業

は十分に一般的な基準を満たしているはずな

のでGAPは本当に必要でしょうか。 

担い手不足に関して、企業の農業参入も良い

とは思いますが、外国資本による土地の買収が

加速する中、我が国の大切な資産を守ってもら

いたいです。 

新規就農等による担い手

の確保、GAPの取組、企業参

入等のご意見について、国、

県の方針や各種施策と整合

性を図りながら進めてまい

ります。 

 

23 大規模化は慎重に行う必要があります。 

農作業の大規模化による作業の効率化を重

視することで、栽培する品目が限られ、病害な

どで全滅する可能性が高くなることや、農地を

大規模化することで、元に戻すことが難しくな

ります。 

そのためには担い手の数が必要であり、所得

保障を行なっていただきたいです。 

また、近年多い鳥獣被害はICTで対策して頂

きたいです。 

 

農産物の生産振興、担い手

の確保、鳥獣害対策等のご意

見について、国、県の方針や

各種施策と整合性を図りな

がら進めてまいります。 



3 

意見№ 意見の概要 市の考え方（対応） 

24 農業分野に限らず、少子高齢化対策、流通観

光、農業教育、土地利用など様々な分野との連

携が必要であり、ビジョンが理想で終わらない

ために具体的な実行計画のようなものを策定

し、他分野連携により大垣市農業の持続可能性

を高めていってもらいたいです。 

国・県・JAの関連計画や市

の他の個別計画とも整合性

を図りながら、年度ごとに実

施計画を作成し、関係機関と

連携して、農業振興を進めて

まいります。 

25 家庭菜園レベルでできるオーガニック野菜

を栽培するワークショップを開催するなど、オ

ーガニック野菜を増やす取り組みを希望しま

す。 

さらに、オーガニック野菜を学校給食に使う

ことで農家さんの支援にもなると思います。 

有機農業など環境にやさ

しい農業への取り組みにつ

いては、国、県の方針や各種

施策と整合性を図りながら、

進めてまいります。 

26 幅広い視点から、農業支援をお願いしたい。  

「ふるさと納税」の返礼品をきっかけにお米

などの購入で市内の或る営農組織を支援して

います。 

地場農産物の利用案や、後継者確保＝次世代

の育成等効果的な取り組みを進めていただき

たいです。 

関係機関と連携して、地産

地消の推進や担い手の確保・

育成等に努め、農業振興を進

めてまいります。 

※ 提出いただいたご意見は、趣旨を損なわない程度に要約しました。 

 


